
【40】 債権者から保証人として返済を迫られている

Ｑ
知人から頼まれて借金の保証人になったのですが、

知人が借金を返済できなかったようで、債権者が私に

対して返済をするように迫ってきています。

知人は商売をやっていてそれなりに収入があるようですし、自

宅も持ち家のようです。

そもそも借金をしたのは知人なので、保証人である私にではな

く知人から取り立ててもらえるように債権者に言うことはできな

いのでしょうか。

Ａ
「保証人」なのか「連帯保証人」なのかによって、

債権者に対して主張できることが変わってきますの

で、まずは契約書を確認しましょう。

単なる「保証人」ということであれば、債務者である知人の方

にまずは催告（借金返済を求めること）するように主張すること

は可能です。

しかしながら、「連帯保証人」であれば、先に債務者である知人

に催告することを要求することはできませんので、債権者は債務

者に代わって連帯保証人に返済を求めることができます。

解 説

� 保証とは

「保証」とは、保証人と債権者との契約によって成立するもので、

民法446条1項に「保証人は、主たる債務者がその債務を履行しないと

きに、その履行をする責任を負う」と規定されています。
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不動産に抵当権を設定するなどの行為を「物的担保」と呼ぶのに対

して、保証契約の締結は「人的担保」といわれています。

民法446条に「主たる債務者がその債務を履行しないときに」と記載

されているように、保証債務は主たる債務者が債務を履行できない場

合にこれを補充するものであり、これを「保証債務の補充性」といい

ます。

� 保証人としての抗弁権

上記のように保証債務は補充性を有していることから、保証人には、

催告の抗弁権及び検索の抗弁権が認められており、債権者から借金を

返済するように要求があった場合には、この二つの抗弁権を行使する

ことが可能です。

まず、催告の抗弁権とは、債権者が保証人に対して、保証債務の履

行（すなわち、借金の返済）を求めてきた際に、先に主たる債務者に

対して催告するように主張できる権利です。

もっとも、「催告」といっても債権者が裁判上の請求（訴訟提起）等

をする必要はなく、裁判外での催告（請求）で足りるとされています

ので、債権者が形式的に主たる債務者に履行すれば足り、その後は保

証人に対する保証債務の履行を求めることができてしまいます。

したがって、保証人に催告の抗弁権が与えられている実益はあまり

ないともいえます。

なお、保証人が催告の抗弁権を行使したにもかかわらず、債権者が

主たる債務者への催告を怠り、その結果として、主たる債務者から全

額の弁済を受けられなくなった場合には、債権者が直ちに催告をなせ

ば弁済を受けられた限度において、履行義務を免れることができます

（民455）。

次に、検索の抗弁権とは、保証人が主たる債務者に弁済するだけの
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連帯保証と保証との大きな違いは、①連帯保証には催告の抗弁権及

び検索の抗弁権が認められない、②主たる債務者又は保証人の一方に

生じた事由の効力について連帯債務の規定が準用されるという点で

す。

特に検索の抗弁権が連帯保証人には認められていないことが債権者

にとっては便宜なため、実務上では連帯保証契約が多用されています。

債権者は保証人との間において連帯保証契約を締結した場合には、

主たる債務者に債務の弁済を一度も請求することなく、最初から連帯

保証人に対して債務の弁済を求めることができますので、債権者にと

って連帯保証人は主たる債務者と全く変わりがありません。

なお、連帯保証人が主たる債務者に代わって債務の弁済をした場合

には、主たる債務者に対して代わりに支払った金銭の支払を求めるこ

とができますが（これを「求償」といいます。）、主たる債務者から回

収するのは困難なケースがほとんどです。

� 警察の対応

本設問のような相談が寄せられた場合には、警察としては次のよう

な対応を検討するとよいでしょう。

■対応時の留意事項

相談者が債権者から嫌がらせや脅迫を受けている場合には、脅

迫罪や強要罪が成立する可能性もあります。

保証債務の内容等だけでなく、債権者の取立ての態様などにつ

いても、念のため確認するのがよいでしょう。

■実務アドバイス

これまで保証人は主たる債務者がどれくらい弁済しているか、
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また債務不履行をしていないかなどの事情を当然には知り得るこ

とができませんでした。

そのため、本設問のケースのように主たる債務者が債務不履行

の状態になっていることを認識しておらず、債権者から元本と共

に多額の遅延損害金の請求を受けた際に初めて債務不履行を認識

するということもありました。

令和2年4月1日施行の改正民法では、保証人が債務者の委託を

受けて保証した場合には、保証人が請求した場合には、債権者は

債務不履行の有無や弁済額などの情報を遅滞なく保証人に対して

提供しなければならなくなりました（民458の2）。

今後は委託を受けた保証人については適宜主たる債務者に関す

る情報を得ることができますので、仮に主たる債務者が債務不履

行になった場合でも早い段階で対処することができるようになり

ます。

参考法令等

○民法446条、455条、458条の2

（安部 剛)
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【41】 息子の借金の返済を迫られた

Ｑ
私には成人した息子が一人いるのですが、どうやら

息子が金融業者から20万円を借りて、途中まで返済を

したものの、その後は返済が滞っているようです。

そのため、先日実家である私の家にまで業者が来て、借金を返

すように迫られました。

その時はひとまず帰ってもらったのですが、その業者が言うに

は「子どもの借金を親が代わりに返すのは当たり前で返済義務が

ある」とのことでした。

息子の借金を親である私が代わりに返済する義務があるのでし

ょうか。

Ａ
息子さんの借金の保証人や連帯保証人になっていな

いのであれば、息子さんの借金を代わりに返済する必

要はありません。

業者に対して返済する義務がないことを説明しても、業者が帰

らず居座って執拗に返済を迫ったり、脅迫的な言動があるような

場合には、刑法130条の不退去罪や同法222条の脅迫罪が成立する

可能性があります。

解 説

� 借金の返済義務

巷間で「借金をする」といわれている行為は、金銭消費貸借契約の

締結という法律行為（契約）です。

金銭消費貸借契約は民法587条に規定されており、「消費貸借は、当

事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもって返還をすることを

約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって、その効力
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を生ずる。」とされています。

すなわち、金銭消費貸借契約が成立した場合には、当事者の一方（貸

主）は他の当事者（借主）に対して金銭等を渡す義務が生じ、借主は

種類、品質及び数量の同じ物（金銭を受け取ったのであれば金銭）を

貸主に返還する義務を負うことになります。

このように、借金を返済する義務は金銭消費貸借契約という契約に

基づくものであり、金銭消費貸借契約上の返済義務を負っているのは、

契約の当事者である借主（本設問でいえば相談者の息子さん）のみです。

したがって、金銭消費貸借契約の当事者ではない第三者はたとえ親

族といえども借金を返済する義務はありません。

ただし、親が保証人や連帯保証人になっている場合には、貸主に対

して独立した責任を負うことになりますので、親が返済しなければな

らない場合があります。

なお、令和2年4月1日に施行された改正民法587条の2第1項には「前

条の規定にかかわらず、書面でする消費貸借は、当事者の一方が金銭

その他の物を引き渡すことを約し、相手方がその受け取った物と種類、

品質及び数量の同じ物をもって返還をすることを約することによっ

て、その効力を生ずる。」との規定が追加されていますので、消費貸借

契約と同時に金銭等の授受をしなくても法的拘束力が認められるよう

になりました。

� 金融業者への対応方法

(1) 返済する法的な義務がないことの主張

このように、保証人や連帯保証人になっていないのであれば、親が

子どもの借金を返済する法的義務はありません。

金融業者からすれば、親に返済義務がないことを十分認識しながら

いわばダメ元で親に対して返済を要求していると思われますので、「法

的に返済義務がない以上、自分たちが代わりに返済することはしない」
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執拗に返済を求める場合には、金融業者に対して退去を求めるべきで

す。

そして、そのように退去を要求されたにもかかわらず、金融業者が

敷地内又は住居内に居座る場合には、不退去罪が成立する可能性があ

ります。

また、業者が脅迫的な言動をした場合には、刑法222条の脅迫罪が成

立する可能性があります（なお、貸金業法上の刑事罰については前掲

設問【38】参照）。

� 警察の対応

本設問のような相談が寄せられた場合には、警察としては次のよう

な対応を検討するとよいでしょう。

■対応時の留意事項

相談者が既に金融業者から嫌がらせや脅迫を受けている場合に

は、業者が闇金業者である可能性が極めて高いといえます。

そのような闇金業者は、取立てのためには手段を選ばない傾向

がありますので、嫌がらせや脅迫が徐々にエスカレートして、相

談者が追い込まれてしまうケースも少なくありません。

弁護士会や司法書士会の相談窓口の連絡先（電話番号）を渡す

などして早急な相談を促すとともに、緊急性がありそうなケース

では、刑事事件化することも検討してください。

参考法令等

○民法587条

○刑法130条、222条

○貸金業法3条

（安部 剛)

第�章 民事問題 191



第� 売買などの契約取引

【42】 リサイクルショップで購入した品物が不良品だ

った

Ｑ
先日近所にあるリサイクルショップで、電気洗濯機

を購入しました。

購入後2日間は問題なく使用できていたのに、急に

電源が入らなくなり使用できなくなってしまいました。

私としては電気洗濯機を返却する代わりに購入代金を返金して

もらいたいと考えていますが、可能でしょうか。

Ａ
中古品とはいえ購入者は洗濯機がある程度の期間使

用できると考えて洗濯機を購入していますので、購入

後わずか3日目で電源が入らなくなって使用できない

ような洗濯機は契約の内容に適合しない目的物といえます。

このような場合、売主は民法上の契約不適合責任を負うことに

なりますので、買主は売主に対して、相当の期間を定めて履行の

追完（洗濯機を修理すること）の催告をした上で、その期間内に

履行の追完がない場合には、買主は売買契約を解除した上で、売

買代金の返還を求めることができます。

売買契約を解除することなく、売主に対して修理を要求するこ

とや売買代金の減額を求めることも可能です。

また、リサイクルショップとの間において作成された売買契約

書に契約不適合責任を免除する特約が記載されていても、そのよ

うな特約は消費者契約法8条1項1号に違反して無効となりますの
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で、売買契約を解除して、売買代金の返還を求めることが可能で

す。

解 説

� 契約不適合責任

令和2年4月1日に施行された改正民法（以下「改正民法」といいます。）

において関連する条文が事実上削除されましたが、以前は「瑕疵担保

責任」という概念がありました。

これは本設問のケースのように購入した商品に「隠れたる瑕疵」が

あった場合には、売主は瑕疵担保責任を負うというものです。

しかしながら、改正民法においては瑕疵担保責任という概念はなく

なり、契約不適合責任に統一されました。

契約不適合責任においては、「隠れたる瑕疵」という概念は直接の要

件とはなっておらず、引き渡された目的物がその種類、品質又は数量

に関して契約の内容に適合しているか否かが問題になります。

洗濯機の購入者はたとえ中古品だとしてもある程度の期間は使用で

きるものと考えるのが通常ですので、購入した洗濯機が3日後に突然

使用できなくなったのであれば、当該洗濯機の品質が契約の内容に適

合していないことは明らかです。

したがって、本設問のようなケースでは洗濯機の売主は契約不適合

責任を負うことになります。

そして、契約不適合責任が認められる場合には、買主は①追完請求

（民562）、②代金減額請求（民563）、③損害賠償請求及び④契約解除（民

564）をすることができますが、追完請求とは「目的物の修補、代替物

の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完の請求」（民562①）とさ

れており、本設問のケースでは洗濯機の修理を要求することが追完請

求になります。
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【48】 無料セミナーで締結させられた契約を解約した

い

Ｑ
SNSで知り合ったＡさんから誘われて無料セミナ

ーに参加し、Ｂ社の会議室に行きました。セミナーの

最後に、予期に反して、Ｂ社が開催している50万円の

ビジネス塾の勧誘をされ、何度も断っていたものの、Ａさんやス

タッフ数名が長時間にわたり、「一緒に夢を叶えましょう」、「今の

自分を変えるチャンスですよ」、「私も受講したら会社がうまくい

って成功しましたよ」などと勧めてきて帰れなかったので、やむ

を得ず契約書にサインをしてしまいました。ＡさんもＢ社のスタ

ッフだったようです。何とか解約することはできないでしょう

か。

Ａ
Ｂ社に対して、契約の解約（クーリング・オフ、中

途解約等）の連絡をしましょう。業者がなかなか解約

に応じない場合もあるので、消費生活センターや弁護

士等に相談するとよいでしょう。

解 説

� 呼び出されての勧誘

商品やサービスの販売の勧誘目的であることを隠して、業者の事務

所やそれ以外の場所に呼び出したり同行させたりして、不意打ち的に

勧誘をして契約を締結させることがあります。何度か会ってから勧誘

をするケースも増えているようです。街頭で声を掛けられたり（アン

ケート、無料サンプルのモニターの名目等）、SNSで知らない人から「会

いたい」等と呼び出されたりしても、安易にその場所に行くことはせ
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ず、また、勧誘されて断るのが難しい状況でも、その場で契約しない

ようにしましょう。帰りたいと言っているのにその場から帰らせても

らえない場合には、可能であれば警察に電話しましょう。

� 契約の解消

Ａさんは、勧誘の目的を告げずにセミナーへの参加を要請しており、

Ｂ社の会議室におけるビジネス塾の受講契約は、訪問販売に該当し（特

定商取引2①二、特定商取引令1一）、原則として特定商取引法の規制が及び

ます。また、消費者と事業者との間の契約には、消費者契約法も適用

されます。

(1) クーリング・オフ

Ｂ社から契約の内容を明らかにした書面（契約書面）を受け取った

日から8日間以内に、Ｂ社に対して、書面で発信することにより、契約

を解除することができます（クーリング・オフ）（特定商取引9①）。解除

することをＢ社に連絡するときには、証拠が残るように、配達証明付

きの内容証明郵便を利用するか、あるいは、書面の内容をコピーした

上で簡易書留郵便又は特定記録郵便を利用するとよいでしょう。

なお、令和3年改正特定商取引法では、Ｂ社からの契約の内容を明ら

かにした書面（契約書面）の交付は、消費者の承諾がある場合には、

電子データでの提供も可能です（改正特定商取引5③・4②。本改正の施行日

は公布日（令和3年6月16日）から2年以内で政令で定める日）。また、契約の解

除は、電子データ（メールやウェブ画面等）で発信することも可能で

す（改正特定商取引9①。本改正の施行日は上記公布日から1年以内で政令で定め

る日）。契約の解除の連絡を電子データの発信により行った場合は、証

拠が残るように、電子データを保存しておくほか、その電子データの

発信日時も含めて、プリントアウトしたり、写真撮影したりしておく

とよいでしょう。
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書面を交付する必要があります。したがって、Ｂ社が契約書面を交付

していない場合、刑事罰の対象となります（特定商取引5・71一）。なお、

令和3年改正特定商取引法では、Ｂ社の契約書面の交付は、消費者の承

諾を得た場合には、電子データ（メールやウェブ画面）での提供も可

能です（改正特定商取引5③・4②。本改正の施行日は公布日（令和3年6月16日）

から2年以内で政令で定める日）。

� 警察の対応

本設問のような相談が寄せられた場合には、警察としては次のよう

な対応を検討するとよいでしょう。

■対応時の留意事項

業者の特定商取引法違反として刑事事件化できる場合もあるで

しょうが、締結してしまった契約を解約するためには、まずは相

談者から業者に対してその旨の連絡をする必要があります。

■実務アドバイス

クーリング・オフの期間内であれば、すぐに契約解除の書面を

送るように助言するとよいでしょう（令和3年改正特定商取引法

では、契約解除をメール等で行うことも可能です。）。また、クーリ

ング・オフの期間内かどうかを問わず、国民生活センターや消費

生活センター、弁護士に相談するように助言するとよいでしょう。

参考法令等

○消費者契約法4条、10条

○特定商取引法2条1項2号、5条、6条4項、9条1項、70条1号、71条1号

○特定商取引法施行令1条1号、3条の2

（ 田さやか)
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